
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人医薬品医療機器総合機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成１７年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　　

　② 役員報酬基準の改定内容

理事長 改定なし

理事 改定なし

監事 改定なし

監事（非常勤） 改定なし

２　役員の報酬等の支給状況

平成１７年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

1,312 （特別調整手当）

17,224 10,932 4,792 188 （通勤手当） H16.4.1
千円 千円 千円 千円

3,456 （特別調整手当） H16.4.1 H18.3.31
45,766 28,800 12,624 886 （通勤手当） ２人

千円 千円 千円 千円

1,077 （特別調整手当） 　 　
14,328 8,976 3,935 340 （通勤手当） H16.4.1 H18.3.31

千円 千円 千円 千円

2,400 2,400
（　　　　）

H16.4.1

注：「特別調整手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給されて
　　いるものである。

３　役員の退職手当の支給状況（平成１７年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

　

     　特別手当については、厚生労働省の独立行政法人評価委員会が行う業績評価の結果等を勘案のうえ、支給した。

該当者なし

該当者なし

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

法人での在職期間

理事長

理事
（　　３人）

監事
（　　１人）

監事
（非常勤）

（　　１人）

摘　　要

該当者なし

該当者なし

理事長

理事

監事

監事
（非常勤）



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

   　中期計画において、人件費を含む一般管理費については、中期目標終了時に平成15年度と比較して

　15％程度の節減を行うことを織り込んでおり、人件費はこの予算の範囲内で執行していくこととしている。

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　　　平成19年度に人事評価制度を導入することとしている。当該制度の導入に併せ、国家公務員との比較にお

　いて適切な給与水準に見直すこととしており、平成16年度から人材確保が困難な一部の技術系職員等を除き、

　定期昇給を停止しているほか、昇給や昇格基準等の見直しについて検討を進めている。

      一方、医学、薬学等に関する高度の専門的な知識経験を必要とする医薬品等の審査等業務に従事する技

　術系職員については、優秀な人材を安定的に確保していく観点から、国の医療職(一)や研究職相当の給与

  水準を保つことととしている。

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
　 職員の意欲向上や効率化を図るため、勤務成績等が給与に反映させる人事評価制度を平成１９年度から導

　入することとし、現在、同制度に関する研修や試行を行いつつ、円滑な導入に向けて検討を進めている。

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成１７年度における給与制度の主な改正点
　職員の人材確保の観点から、特に確保が困難な生物統計担当職員の処遇を見直し、当該職員に初任給調整

 手当を支給することとした。

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

168 39.4 7,726 5,627 215 2,099
人 歳 千円 千円 千円 千円

168 39.4 7,726 5,627 215 2,099

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

25 41.3 5,178 3,912 209 1,266
人 歳 千円 千円 千円 千円

18 32.4 3,696 2,772 212 924
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 63.9 8,990 6,843 204 2,147

注：職種（研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、教育職種（高等専門学校教員）に
　　ついては該当者がいないため省略した。

事務・技術

うち賞与平均年齢
平成１７年度の年間給与額（平均）

総額
区分

常勤職員

うち所定内人員

嘱託等職員

非常勤職員

事務・技術

在外職員

任期付職員

事務・技術

事務・技術

再任用職員

　① 人件費管理の基本方針

給与種目
賞与：勤勉手当

（査定分）

制度の内容
査定期間中の勤務成績に応じて支給する。



② 年間給与の分布状況（事務・技術職員）

　　　注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

　　　注2：20～23歳及び56～59歳の該当者は２名以下のため、当該個人に関する情報が特定される

　　　　　おそれのあることから、平均給与額については表示していない。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

12 49.3 11,765 12,286 12,621
33 45.5 9,503 10,213 11,056
42 44.4 7,332 8,397 9,162
49 35.6 5,293 5,903 6,244
32 28.8 3,547 4,231 4,759

注：当機構における代表的職位について記載した。

③  職級別在職状況等（平成１８年４月１日現在）（事務・技術職員）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 審議役 課長 課長代理 係長 係員 係員
な職位 部長 審査役 専門員 専門員 専門員

人 人 人 人 人 人 人

168 12 47 28 49 22 10
（割合） 7.1% 28.0% 16.7% 29.2% 13.1% 6.0%

歳 歳 歳 歳 歳 歳

   55～44　　    56～37　　    46～38　　    49～31　　    32～26　　    27～22　　

千円 千円 千円 千円 千円 千円

9,577～
7,960

9,228～
4,990

7,026～
4,802

6,490～
3,413

3,859～
2,792

2,868～
2,264

千円 千円 千円 千円 千円 千円

13,685～
11,476

12,712～
6,969

9,434～
6,733

8,399～
4,727

5,158～
3,836

3,818～
3,110

平均平均年齢人員分布状況を示すグループ

 （代表的職位）　

審議役・部長

所定内給
与年額(最
高～最低)

年齢（最高
～最低）

課長・審査役

課長代理・専門員

係長・専門員

係員・専門員

人員

年間給与
額(最高～

最低)
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④ 賞与（平成１７年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

56.5 60.2 58.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 43.5 39.8 41.6

％ ％ ％

         最高～最低   45.1～34.1　　   41.4～30.6　　   43.2～32.3　　

％ ％ ％

65.6 69.1 67.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.4 30.9 32.6

％ ％ ％

         最高～最低   34.9～33.0　　   31.4～29.3　　   33.1～31.0　　

⑤ 職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員)

123.9

115.1

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

給与水準の比較指標について参考となる事項

・　職員と国家公務員の給与水準の(年額)の比較指標（前記Ⅱの２の⑤）については、地方

　も含めた全国の平均であることから、当機構の勤務地が東京都であることによる地域差が

  あること

・　職員の７割以上を占める医薬品の審査等業務に従事する技術系職員については、高度

　の専門的知識が求められており、優秀な人材を確保する観点から基本的には修士以上の

  高学歴の者を雇用していること

・　このため、国家公務員(行政職(一))の学歴別人員構成比における大学卒のうち、大学院

  修了者の比率が３．５％(平成17年国家公務員給与等実態調査)なのに対し、当機構におけ

  る大学卒のうち、大学院修了者の比率は５３．４％となっていること

・　これら職員のうち、医師や特に高度の専門的知識経験を有する者については、国の医療

　職(一)、研究職相当の水準に処遇する必要があり、特に人材確保が困難な医師等の職員

　については初任給調整手当が支給されていること

・　また、国家公務員（行政（一））のⅠ種試験相当採用者の在職割合が約5.2％（平成16年度

　人事院年次報告書）なのに対し、当機構において技術系職員のうち半数近くを占める国か

　らの出向職員におけるⅠ種試験相当採用者の在職割合は約４２．９％となっていること

を考慮する必要がある。

　なお、地域・学歴を勘案した国家公務員の給与と比較したラスパイレス指数は１０５．５

である。

対他法人（事務・技術職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

対国家公務員（行政職（一））

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成17年度）

前年度
（平成16年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

・給与、報酬等支給総額（Ａ）は、平成１７年度に約３０人の欠員補充をしたため増額となっている。

・非常勤役職員等給与（Ｃ）は、研究開発振興業務が平成１７年４月１日に独立行政法人医薬基盤研究所に

 移管されたことにより派遣研究員等が減少したため、大幅な減額となっている。

・上記の結果、最広義人件費は対前年度比15.3％減となっている。

・「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）による人件費削減の取組状況

　①中期目標に示された人件費削減の取組に関する事項

　　 中期目標においては、『「経済財政運営と構造改革に関する基本方針」（平成１７年６月２１日閣議決定）に基

　　 づき、医薬品等の承認審査の迅速化のための体制強化を進める中で、「行政改革の重要方針」（平成１７年

　　 １２月２４日閣議決定）を踏まえ、平成１８年度以降の５年間において、国家公務員に準じた人件費削減の取

　　 組を行うこと。これを実現するため、 現中期目標期間の最終年度までの間においても、必要な取組を行うこ

     と。併せて、国家公務員の給与構造改革を踏まえ、給与体系の見直しを進めること。』とされている。

　②中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しの方針

 　  中期計画においては、『「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、効率的運営に

     努め、中期目標第２（２）エに基づく取組を始める期初の人件費から、平成１８年度以降の５年間において、

　   ５％以上の削減を行う。当該中期目標期間の最終年度までの間においても、３％以上の削減を行う。

　　 併せて、国家公務員の給与構造改革を踏まえ、給与体系の見直しを行う。

　   ※「中期目標第２（２）エに基づく取組を始める期初の人件費」とは、３４６人×平成１７年度一人当たりの人

     　件費』としている。

　③基準年度の人件費 　　 ２，８６５，２０８千円

　   ※上記②の中期計画に基づき、３４６人×平成１７年度一人当たりの人件費により算出した額である。

Ⅳ 法人が必要と認める事項
 

特になし

(△15.3)3,652,345 4,310,496 △ 658,151

(△61.１)

(8.1) 181,896

給与、報酬等支給総額

中期目標期間開始時（平成
16年度）からの増△減

(8.1)

(△61.１)

2,413,914 2,232,018

(△52.3)

422,731 366,804 55,927 (15.2) 55,927 (15.2)

(△52.3) △ 888,439810,899

181,896

12,336 △ 7,535 △ 7,535

非常勤役職員等給与

福利厚生費

最広義人件費

退職手当支給額

1,699,338 △ 888,439

(△15.3) △ 658,151

4,801

区　　分 比較増△減


